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アメリカの会計ディスクロージャーと
社会関連情報
—たばこ，電機， 自動車および航空業界を中心として—――
松尾幸正
1. はじめに
「社会関連情報」の開示には，年次報告書による形式と別冊形式がある。
アメリカでは，自発的に別冊形式で「社会関連情報」を開示している会社は
いくつかあるが，制度にもづく年度報告書を媒休として「社会関連情報」を
開示する形式が主流なので， 本稿では， 先ず， アメリカの開示規定を概観
し，その後に，アメリカの年次報告書における社会関連情報開示の実態を検
討しよう。
2. アメリカにおける会計情報開示規制の現状
—統合開示制度ー一
アメリカにおける企業財務情報開示は， 1933年証券法と1934年証券取引法
(1) 
によって規制されている。 33年法は証券発行時の開示を規制し， 34年法は証
(1) SECは株主数が500人以下で資産合計額が300万ドル以下の会社を除くすべて
の会社に対して，企業財務内容を10-Kと10-Qで開示することを義務づけてい
る (SecuritiesActs Amendments of 1964)。SECが小規模会社に財務内容の
開示を義務づけるのは，大規模会社の湯合と比べて，投資家にとって，利用でき
る情報源に限界があることに依っており，そのことを支持する実証的証拠も提示
されている (RowlandK. Atiase, Linda S. Bamber and Robert N. Freeman, 
"Accounting Disclosures Based on Company Size: Regulation and Capital 
Markets Evidence", Acco岬伽gHorizons, March 1988, pp.18-25)。
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券流通段階の開示を規制している。両者共，直接開示と間接開示を規定して
いる。投資家は直接開示方式によって，情報を直接入手することができ，ま
た，間接開示方式により，発行会社が SECに提出した情報を閲覧すること
ができる。両法による開示書類は表1の通りである。 33年法直接開示書類で
ある目論見書は，同間接開示書類である登録届出書の基本部分でもある。登
録会社の財務内容等に関する登録者情報は目論見書に開示することが要求さ
れている。
表1 SEC開示規定と開示方式
らご竺11933年法（発行開示規定） I 193坪法（継続開示規定）
株主向年次報告書
直接開示 目論見書 委任状説明書
株主向四半期報告書
SEC向年次報告書（様式10-K)
間接開示 登録届出書 SEC向四半期報告書（様式10-Q)
臨時報告書（様式8-K)
ところで，登録者情報を登録届出書でどのように開示するかによって，登
(2) 
録届出書は様式S-1，同S-2および同s-3の3つの様式にわかれる。
硯行の統合開示制度 (IntegratedDisclosure System)のもとで，最も簡素化さ
れた開示様式がS-3である。登録届出書様式の選択は，使用資格によって
決まる。使用資格には， 登録者要件 (RegistrantRequirements) と取引要件
(Transaction Requirements)がある。最も簡素化された登録届出書様式であ
るs-3を使用できるのは，これら両要件を満たしている登録者であり，登
また，アメリカの各州会社法は，日本の会社法のように，会計帳簿にもとづく
財務諸表の作成を要求する旨の規定を設けていないのが普通なので， SECへの
届出を免除されたこれらの小規模会社は，取引および財産の状況を反映する会計
帳薄の作成を要求されないといわれている（並木俊守・並木和夫「現代アメリカ
会社法」（中央経済社昭和6硝三） 154頁～155頁）。
(2) SEC Release No. 33--6383, "Adoption of Integrated Disclosure.System", 
SEC Docket, Vol. 24, No.16, March 26, 1982, pp.1302-1303. 
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録者要件を満たしているが， 取引要件を満たしていない登録者は様式s-
2,いずれの要件も満たしておらない登録者は様式S-1を使用することに
なる。
統合開示制度のもとで，開示の簡素化を目的としてとられた措置について
(3) 
は，次の 3つに要約できる。
① 33年法による発行開示書類である登録届出書に，証券の市場流通度等の
一定の条件のもとに， 34年法にもとづく継続開示書類である SEC向年次
報告書（様式10-K)の参照組み込みを隠めることによる開示の筒素化。
③ SEC向年次報告書の内容が株主向年次報告書と重複する部分について
は，株主向年次報告書の参照組み込みを謡めることによる開示の簡素化。
⑧ ①の目的を実現するために， 33年法届出書中の財務諸表と34年法報告書
中の財務諸表の統一を図り，③の目的を果たすために，株主向年次報告書
に含まれる財務諸表については， SEC向と同様に，レギュレーションs-
Xに準拠して作成させることにより両財務諸表の統一を図ると同時に，他
の重複部分についても， SEC向と同様に， レギュレーション S-Kに準
拠させることによる SEC向年次報告書と株主向年次報告書の財務情報の
実質的に重要な内容の統一。
参照組み込み方式を採用するには，委任状勧誘規則第14a-3条（取締役選任
株主総会招集に関する規則）もしくは議案資料規則第14c-3条（取締役を選任しな
い株主総会招集に関する規則）の要求に従うことが条件とされている。これらの
規則によれば，株主向年次報告書に記載すべき事項として，次の項目を指定
している。
(3) SECの統合開示制度については，次の拙稿を参照されたい。
「SEC開示規制の統合化ーー開示負担軽減政策を中心として一ー」「関西大学
商学論集」第29巻第6号 (1985年2月号）。
「経営者による企業実態の討議と分析―-SECの開示改善策を中心として
ー」「関西大学商学論集」第3哨桟~2号 (1985年 6 月号）。
「財務開示をめぐるコンフリクトとその改善策」「会計」第12雑籟53号 (1986
年3月号）。
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① レギュレーション S-Xに準拠して作成された直近2事業年度の貸借対
(4) 
照表，直近3事業年度の損益計算書および財政状態変動表。いずれも監査
済のもの。
⑨ レギュレーション S-K項目 302に定められている補足財務情報一直近
(5) 
2ケ年の四半期情報，価格水準の変動に関する情報およぴ石油・ガスの生
産活動に関する情報。
⑧ レギュレーション S-K項目 304に定められている会計士の変更および
前会計士との間に会計処理・手続ならぴに財務諸表の開示に関して生じた
(4) この度公表された FASB財務会計基準書第95号によれば， 1988年7月15日以
後に終わる事業年度より，財政状態変動表は「キャッシュ・フロー計算書」に取
って代わられる (FASBStatement of Financial Accounting Standards No. 95, 
Statem訊 tof Cash Flows, November 1987)。
(5) 従来， SECは FASB基準書第33号を支持して．インフレ情報を補足的財務情
報として開示することを義務づけてきた。その後， FASBは1984年12月14日付
で公表した公開草案において，インフレ情報の開示を必要とする会社の規模につ
いては， 33号と同様，棚卸資産と減価償却累計額控除前設備資産の合計額が1億
2,500万ドル以上または減価償却累計額控除後資産総額10億ドル以上の会社，と
いう点で33号の方針を継承しながらも，開示される情報の内容については， 33号
では要求されていた一般物価変動会計情報を不要として，現在原価・統一購買力
情報，いわゆる修正現在原価会計情報のみの開示を求める方向に修正提案してい
たが (FASB, Exposure Draft, Financial Reporting and Changing Price: 
Current Cost Information, Proposed Statement of Financial Accounting 
Standards, FASB, December 14, 1984), 1986年に公表した基準書第89号では．
主として次の3つの理由から．インフレ情報の開示を強制開示から任意開示に変
更した。①物価変動が鎮静化したこと。③物価変動に槻する財務情報が幅広く利
用されていないこと。⑧情報開示による便益に比して，その作成費用が上回って
いること (FASB Statement of Financial Accounting Standards No. 89, Fi-
四 ncialReporting and Changing Prices, 1986。 日本公謎会計士協会国際委
員会訳「財務会計基準書第89号“財務報告と物価変動”」 JICPANEWS, No. 
町9)。SECは FASBのこのような動きに対応して，インフレ情報の開示を奨励
しながらも，任意とすることにした (SECRelease No. 33-6681,34-23912, 
"Disclosure of the Effects of Inflation and Changes in Prices", December 
18, 1986, SEC Docket, Vol忽． No.5,p.256)。
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意見の不一致に関する情報。
④ レギュレーション S-K項目 301に定められている直近5ケ年の主要財
務デークー―—純売上高，継続的な営業活動によって獲得した利益と同 1 株
当たり利益，総資産，長期債務，償還優先株。
⑤ レギュレーション S-K項目 303に定められている経営者の討議と分
析。
⑥ 直近事業年度における事業の簡単な説明。
⑦ レギュレーション S-K項目 101のパラグラフ(b), (c), (l)(i)および(d)に
定める産業セグメント，類似製品・サービスの区分，国内と国外の営業活
動および輸出売上高に関する情報。
⑧ 取締役・業務執行役員に関する情報。
⑨ レギュレーション S-K項目 201に定められている株価・配当額および
関連する株主事項。
SECのねらいは， 統合開示制度の実施により， 財務報告の手段として，
株主向年次報告書を重視することにある。現に，同報告書が34年法報告書の
(6) 
中心を占めているとの実態調査報告もある。
3. 年次報告書における社会関連事項の開示実態
(7) 
(1) 業種別開示実態—たばこ，電機，自動車，航空業を中心として＿＿
1986年アメリカ年次報告書における社会開連情報の開示状況を，フォーチ
ュン上位企業（売上額基準） 55社（87年度上位50社および86年度には50位以内に位
置していた5社）中回答を得た45社（回収率82%）の中から，たばこ，電機，自
動車，航空の各業種に属する16社について，業種別•項目別に集計したのが
表2である。
(6) 盛田良久「アメリカ証取法会計」（中央経済社 昭和6筑三） 283頁。
(7) 全業種の実態については，拙稿「アメリカの会計ディスクロージャーと社会関
連情報」山上達人編著「会計情報とディスクロージャーー一社会関連梢報の開示
を中心として一ー」（白桃書房1989年）を参照されたい。
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表2 米国たばこ，電機，自動車，航空産業における
社会調運傭報開示実態 (1986年）こ羹 たばこ(21) 電機(36) 印動車(40) 航空(41)
2社 4杜 3社 7社
悶記述デー タ
1 3 2 7 
（内別冊1) (I勺 Jllt1)
閉金額デー ク ゜ 4 2 7 小計(2項目） 1 (25.0%) 7 (87.5%) 4 (66.7%) 14(100.0%) 記述デー ク ゜ ゜ 1 1 I （内別冊1)金額デー タ ゜ ゜ 1 1 （内別冊1)小計(2項目） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (33.3%) 2 (14.3%) 
地域社会(PR) 2 (100.0%) 2 (50.0%) 1 (33.3%) 2 (28.6%) 
（内別冊1) （内別冊1) （内別冊1) （内別冊1)
記述デー ク 2 4 3 5 
i （内別冊1) （内別冊1)地域別売上 2 3 3 6 （内別冊1)
小計(2項目） 4 (100.0%) 7 (87.5%) 6 (100.0%) 11(78.6%) 
記述デー ク 1 3 3 5 
訥別冊1) （内 .l)1Jflt2) 
従 従業員持株制 2 4 2 7 
従業員数 2 4 2 7 
業 人件費推移 ゜ 2 2 7 年金・厚生 2 4 2 7 （内別冊1)
員 雇用機会均等 1 1 2 ゜（内別冊1) （内別冊1) （内別冊1)小記(6項目） 8 (66.7%) 18(75.0%) 13(72.2%) 33(78.6%) 
計(1羽粗） 15(57.8%) 34(65.4%) 26(66.7%) 62(68.1%) 
（内別冊2) （内別冊6) （内別冊9) （内別冊1)
(i) 業種別特徴
(555)269 
合 計
16杜
13(81.3%) 
（内別冊2)
13(81.3%) 
26(81.3%) 
2 (12.5%) 
（内別冊1)
2 (12.5%) 
（内別冊1)
4 (12.5%) 
7 (43.8%) 
（内別冊4)
14(87.5%) 
（内別冊2)
14(87.5%) 
（内別冊1)
28(87.5%) 
12(75.0%) 
（内別冊3)
15(93.8%) 
15(93.8%) 
11(68.8%) 
15(93.8%) 
（内別冊1)
4 (25.0%) 
（内別冊3)
72(75.0%) 
137(65,9%) 
（内別冊18)
これら 4業種の開示率は回答会社全社（伍社）の平均開示率 (64%）を上回
って66％に達し，相当充実している。最も充実しているのが航空業界で，同
業界では1社平均13項目中9項目弱を開示している。それに対して， たば
こ業界の開示率は4業界中最も低いが， 1社平均では7.5項目を開示してお
り，航空業界との間に大して差はない。
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1.航空 (7社） 68.1%
2. 自動車 (3社） 66.7彩
(ii) 開示項目別特徴
3.電機 (4社） 65.4彩
4. たばこ (2社） 57.8彩
項目別開示率では，相対的に充実しているグループと充実していないグル
ープに分かれる。前者には従業員，国際活動および研究開発関係が属し，後
者には地域社会と環境保護関係が属する。最もよく開示されているのが，年
金・厚生，従業員数および従業員持株制の従業員関係項目である。それらの
開示率は94％に及んでおり，したがって回答会社16社中15社が開示している
ことになる。それに対して，環境情報を開示する会社は少なく，その数は記
述・金額両情報とも各2社にすぎない。
なお，開示媒体の点で注目に値するのは，地域社会事項と雇用機会均等事
項の開示である。それらについては別冊で開示する会社が比較的ある。表2
によれば，地域社会事項については，開示会社7社中4社 (57%）が別冊に
よって開示し，薦用機会均等事項については， 4社中3社 (75%）がその方
法で開示している。これらは本来の企業活動とは別に，これらの社会貢献活
動については別冊形式で積極的に開示しようとする現れと言える。
開示率が優れている項目順に示すと，•次の通りである。
1. 年金・厚生 (15社） 93.8% 8. 従業員記述 (1殊f:)75.0% 
1. 従業員数 (15社） 93.8% 9. 人件費推移 (11社） 68.8%
1. 従業員持株制 (15社） 93.8% 10. 地域社会 (7社） 43.8%
4. 国際活動記述 (1-ili:)87. 5% 11. 雇用機会均等 (4社） 25.0%
4. 地域別売上 (1~七） 87.5% 12. 環境保護記述 (2社） 12.5% 
5. 研究開発記述 (13M:)81.3% 12. 環境保護金額 (2社） 12.5%
5. 研究開発金額 (13社） 81.3%
(ii) 業種別・開示項目別特徴
開示項目別に，開示率が優れている業種順に示すと次の通りである。
（イ） 研究開発情報 （口） 環境保護情報
1. 航 空 100.0% 1. 自動車 33.3% 
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2. 電 機 87.5彩 2. 航 空 14.3彩
3. 自 動車 66.7% 3. 電 機 0.0彩
4. たばこ 25.0彩 4. たばこ 0.0% 
Vヽ） 地域社会情報 （二） 国際活動情報
1. たばこ 100.0彩 1. たばこ 100.0彩
2. 電 機 50.0彩 1. 自動車 100.0彩
3. 自動車 33.3彩 3. 電 機 87.5% 
4. 航 空 28.6% 4. 航； 空 78.6% 
（＊） 従業員情報
1. 航 空 78.6% 
2. 電 機 75.0彩
3. 自動車 72.2彩
4. たばこ 66.7彩
上記の開示項目別・業種別開示順位は，業種によって重視する開示情報に
特徴があることを示している。航空産業は研究開発・従業員重視型，自動車
産業は環境保護•国際活動重視型，たばこ産業は地域社会・国際活動重視型，
電気産業は，敢えて言えば，研究開発・国際活動重視型といえる。この類型
は，また，これら各業種における取扱製品の特色を反映しているともいえる。
(iv) 開示項目別・開示方式別特徴
上記の各項目について，それらの開示方式との関係を示したのが表3であ
る。表3は各項目が開示された回数と各開示方式が利用された回数を示して
いる。開示回数が回答会社数 (1辟七）を上回っている開示項目があるのは，
特定の企業がそれらの開示項目を複数の方式で開示していることを表してい
る。同様に，利用回数が回答会社数を上回っているのは，特定企業が特定の
開示方式を利用して開示する項目が複数存在していることを表している。
表3から，開示項目としては研究開発金額情報が最も数多く開示され，開
示方式としては，わが国とは遮って，財務諸表注記方式が最も有力な方法と
して利用されていることがわかる。研究開発金額情報の場合，開示企業は13
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表8 米国たばこ，電機，自動車，航空産業における社会関遮事項
闘示実態ー―—項目別方式別実態— (1986年）
社会関連研究開発現境保護 国際活動 従 業 員
地城 利用
項目記述金額記述金額 記述地域別記述持株制人数人件費年金機会
開示方式
杜会 回数
売上 推移厚生均等
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社なので，特定の企業が同情報をいくつかの方式を使って開示していること
になる。このことは，当該企業によって研究開発活動が重視されていること
を示唆していると解することができよう。言い換えれば，特定情報を開示す
るのに利用する開示方式が多様であればあるほど，当該企業はその情報によ
って開示される活動を重視しているといえよう。企業別開示実態については
後述するとして，ここでは，開示会社数に対する開示回数の項目別割合を，
前項(i)の開示率序列にしたがって以下に示そう。その数値は，一社あたり
開示回数を表している。
年金・厚生 (15社） 1.33
従業員数 (1珠I:)1.60 
従業員記述 (1洸I:)1.25 
人件費推移 (11社） 1.18
アメリカの会計ディスクロージャーと社会関連情報（松尾） （559)273 
従業員持株制 (15社） 1.07
国際活動記述 (14i上） 1.38
地域別売上 (1吐:I)1.14 
研究開発記述 (13社） 1.46
研究開発金額 (13社） 2.62
地域社会 (7社） 1.43
雇用機会均等 (4社） 1.00
躁境保護記述 (2社） 1.00
環境保護金額 (2社） 1.00
研究開発金額情報の数値が図抜けて高い。研究開発重視型産業にとって，
その金額情報を開示することが，情報利用者の意思決定を助け，そのことが
また当該企業に有利な資本市場環境の形成に繋がるものとの判断にもとづく
開示行動と推察することができる。
次に，開示項目と開示方式との関係を検討しよう。そこには一定のパター
ンを読み取ることができる。先ず第一に指摘できるパターンは，記述情報の
開示方式である。記述情報を開示するのに使われている開示方式は，プレジ
デント・レター，営業の概況，財務諸表注記，経営者の討議と分析，要約お
よぴ別冊の6方式であるが，地域社会情報を含む全記述情報開示回数63回の
うち，その43%にあたる27回が営業の概況として開示され， 25％にあたる16
回はプレジデント・レターとして開示されている。しかも，これら 2つの方
式を利用して開示される項目のうち，記述情報が開示される割合は，営業の
概況が28回の利用回数中の27回，したがって96％を占め，プレジデント・レ
ターが18回の利用回数のうち16回， すなわち 89％を占めている。 したがっ
て，これら2つの開示方式は，記述情報開示の有力な手段として使われてい
ることになる。
この点，記述情報の有力な開示手段と見倣されている経営者の討議と分析
は3回，したがって全記述情報開示の5彩しか利用されていない。むしろ，
経営者の討議と分析は単なる記述情報のみの開示手段としてではなく，数値
情報の分析的開示手段として利用されている。もっとも，別冊方式もかなり
利用されており，全記述情報の16彩， 10回がこの方法で開示されている。
次に，数値情報については，特定開示方式集中型と複数開示方式分散型に
分けることができる。前者には，年金・厚生，従業員持株制，雇用機会均等
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といった従業員情報が属し，後者には，研究開発金額，環境保護金額，従業
員数の各情報があてはまる。両者の中間にありながら，やや集中型なのが人
件費推移と地域別売上である。
まず集中型からみていこう。年金・厚生情報は20回開示されたうち，その
75彩にあたる15回は財務諸表注記方式が使われ，従業員持株制情報も87.5%
が，年金・厚生情報と同様に，注記方式で開示されている。雇用機会均等情
報は，その75％が別冊方式で開示されている。
従業員情報の中でも，従業員数情報は分散型である。同情報の場合，要約
方式の利用が最も高いが， その割合は38%，回数にして,24回中9回にすぎ
ず，•そのほかにハイライト方式29彩 (7 回），主要財務デーク方式が21% (5 
回）ある。より一層分散度が高いのが研究開発金額情報である。その情報を
開示するのに最も多く利用されているのが財務諸表注記方式であるが，同方
式の利用率は29彩 (10回）にすぎない。そのほかの開示方式として，要約方
式が21彩 (7回），経営者の討議と分析が18彩 (6回），財務諸表本文による
開示が15%(5回）ある。
最後に， やや集中型の2項目のうち， 集中度の強いのが人件費推移であ
る。同情報全開示回数13回のうち， 8回 (62%)が要約方式で開示され，次
が主要な財務デーク方式の2回 (15彩）である。地域別売上情報の場合，人
件費推移情報よりも特定開示方式への集中度は低く，最高でも財務諸表注記
方式の50彩 (8回）で，第2位のセグメント報告方式が25彩 (4回）を占め
ている。因みに，セグメント報告による開示方式は，すべて地域別売上情報
の開示手段として使われている。
(2) 企業別開示実態
(i) 開示項目別特徴
表4から明らかなように，アメリカのたばこ，電機，自動車，航空の各産
業に属する企業に関する限り，社会関連事項の開示率にそれほどの企業間格
差はない。最高で10項目， 76.9%，最低でも 7項目， 53.8彩ある。ところが
開示回数でみると差が現れる。最高が Fordの17回，最低が GMとAT&T
(
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の8回である。 ただし， GMの場合，回答を得たのは， 他の企業とは進っ
て，年次報告書ではなく，社会閲連報告書 (PublicInterest Report)だけなの
で，同列に扱わない方がよいのかもしれない。また，開示回数で分析するこ
とによって，企業間で重視する開示項目に遮いがあることが分かる。たとえ
ば， Fordの場合， 全開示回数17回中 11回は従業員事項を開示している。
他の企業では，従業員事項を8回開示しているのが最高である点を考慮する
と，同社の従業員事項開示の充実振りは際立っている。以下，開示項目別に
特徴ある企業の開示例を紹介しよう。
（イ） 研究開発
研究開発情報の開示が充実している企業は， United Technologies社と
Lockheed社である。とりわけ， Lockheed社の場合，営業の概況に先立っ
て会社のプロフィールを紹介する際に，会社の主要な事業として研究開発活
動を位置付け，増加を続ける研究開発投資の最近3カ年の推移を棒グラフで
示した後，営業の概況では「航空研究開発」との独立の見出しのもとに，先
端航空機材，推進力概念，流体力学等の研究を 2ページにわたって詳述して
いる。また，主要な財務デークでは「他の財務データ」の一部として，同社
独自の研究開発費と国その他の得意先の補助による研究開発費の 5カ年の推
移を掲載している。さらに，経営者の討議と分析では，研究開発費が経営成
績に及ぽした影善を説明している。
（口） 環境保護
企業活動が環境に及ぽす影善については， 1970年代には活発な議論が展開
(9) (10) 
され， SECも1971年7月の環境情報開示要求に続いて， 1976年5月には，
(8) 本表の作成のための開示事例の収集には，関西大学大学院生高橋和喜氏の協力
を得た。
(9) 1970年代にアメリカの主要な会計団体を中心として展開された環境会計に関す
る議論には，次のものがある。
AAA, Commitee on Environmental Effects of Organizational Behavior, 
"Report of the Environmental Effects of Organizational Behavior", Accouか
t切gReview, Supplement to Vol. XL VIII, 1973. 
アメリカの会計ディスクロー ジャー と社会関連情報（松尾） (563)277 
国家環境政策法 (NationalEnvironmental Policy Act : NEPA)にもとづく SEC
の責任を遂行するために，公害防止設備に対する概算支出額の開示を要求し
(11) 
た。 SECの要求に従って， 1970年代には多くの企業が年次報告書に環境情
(12) 
報を開示していた。
現在， SECは様式10-Kに記載される営業の概況の内容を定めているレ
ギュレーション S-Kにおいて，環境への汚染物質の排出その他環境保全を
規定している各種の条令にしたがって，資本支出，利益およぴ競争上の地位
に重要な影響をおよぼす場合には，その旨を開示すべきことを規定している
(13) 
が，特定の業界（化学，石油）を除いて，環境情報を開示する企業は今では
非常iこ少ない。
このような状況のもとで，本章が対象としている業種に属する企業が公表
している会計情報のなかで，環境情報の開示が充実しているのがGMの社会
AAA, Committee on Measurement of Social Costs, "Report of the Com-
mittee on ・Measurement of Social Costs", Acco加血gReview, Supplement 
to Vol. XLIX, 1974. 
Loren A. Nikoley, John D. Bazley and R. Lee Brummet, The Measure-
ment of Corporate Environmental Activity, NAA, 1釘6.
AICPA, Committee on Social Measurement, T.加 Measurementof Cor-
如 ateSocial Performance, AICPA, 1切7.
(10) Joe R. Fritzmeyer and Douglas R. Carmichael, "A New Reporting_ Pro-
blem for Auditors-the Impact of Pollution Control on Financial State-
ments", Journal -of Accountancy,'March 1町2,pp. 75-78. 
(11) SEC Release 33-5704, 34-12414; "Notice of Commission Conclusions and 
Final Action on the R~lemaking Proposals Announced in Securities Act 
Release No. 56切 (Oct.14,.1切5)Relating to Environmental Disclosure", 
SEC Docket, Vol. 9, No.11, May 18, 1町6.
(12) Jocab D. Corriher, Jr., A Study of the Impact of Pollution Controlゆ畑
Acco叩 t切g,unpublished Ph. D., Thesis, 1切6,pp. 226, 228, 249. 
拙稿「環境会計」環境問題研究班「地域環境問題と市民生活」関西大学経済・
政治研究所研究叢書第46冊， 1981。
(13) Regulation S-K, §229.100 (c) (xii), SEC Guidelines, Rules & Regula— 
tions 1987, Prentice-Hall, 1987. 
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関連報告書である。 GMは同報告書の重要項目の一つとして， 「酸性沈豪物
(Acid Deposition)」を取り上げて， 5ページにわたり，酸性雨に対する同社
の取組みを詳述し，またアップデイトな問題として，成層圏ォゾン問題を取
り上げて， 4ページにわたって同社の対応を紹介している。そのほか，炭化
水素等の排出防止装置の開発についても，同報告書に掲載している。
Vヽ） 地域社会
地域社会情報開示会社7社のうち， 4社が別冊方式を採用している。その
なかで ITTの社会責任報告書 (CorporateResponsibility)が優れている。そ
の内容は，次の通り。
教育一学部レペルの国際的奨学制度の実施
芸術ー音楽，絵画等の文化事業の推進
青少年活動ーボーイスカウト，スボーツ，通信等を通じて，青少年の自立
に貢献
マスメディアによる社会還元事業ー歴史，科学，文化，スボーツ等のテレ
ビ番組の製作
地域社会活動ー登山道の開拓，経済開発事業の推進等，各地で社会事業に
参加
麗用ー電話の据付・保守技術等の職業教育を通じて，就業機会の開拓に貢
献
身障者雇用一身休障害者に対する雇用機会の提供
研究ー光学，電子，食品等の技術開発の推進
（二） 国際活動
Philip Morrisは営業の概況に先立つ1986年度の年間素描に際して，国際
事業の成果を詳述している。たとえば輸出量の増大が輸出市場でのシェア拡
大に著しく貢献したこと，イクリー，スペイン レバノン， 日本での国際的
なブランド品が好業績を上げていること， EC諸国では売上高が増え続けて
いること，カナダでは合併により市場シェアが30％に達したこと等を紹介し
ている。 また， 経営者の討議と分析では， 国際的な数量の増大による利益
アメリカの会計ディスクロー ジャー と社会関連情報（松尾） （565)279 
が，国内の価格の上昇による利益とともに，収益の増大に寄与したことを説
明している。さらに，主要な財務デークでは，一括してではあるけれども，
輸出売上高の推移を他のデークとともに15年間にわたって掲載し，セグメン
ト報告では，営業収益，・営業利益および識別可能資産をアメリカ， ョーロッ
パ，その他に分けて3カ年掲載している。
（ホ） 従業員
Fordの従業員情報開示が優れている。表4から，同社が多くの情報チャ
ネルを通して，従業員情報を開示していることがわかる。同社は年次報告書
の中の独立項目として，「従業員デーク」の見出しのもとに，国別従業員数，
退職者へのサービス，雇用機会均等への職能別対応等の従業員情報を掲戦し
ている。 さらに，そのほかに， 「フォードの新社内文化」との見出しのもと
に，雇用機会均等への対応や利益に対する従業員への成果分配の実施状況を
掲載している。
（へ） 別冊について
ここでは， GMの前記の報告書を紹介しておこう。 GMは同報告書で前述
の環境問題の他に，各項目について次のような内容を掲載している。
研究開発ーコンピュークによる完全統合生産システムの開発，メクン燃料
開発プログラムの推進
地域社会ー教育，健康•福祉，文化，都市開発への寄附
国際活動ー競争戦略の一貫としての欧州生産組織の再編， トヨクとの合弁
事業
従業員ー解雇従業員に対する便益として健康保険サービスの提供，新技
術の操作教育，品質改善教育，能力開発プログラムの推進，全
米自動車労組との恒久的職務保証・職階の削減・給与に関する
労働協定，雇用機会均等
(ii) 開示方式別特徴
表5は各企業が利用した開示方式を集計したものである。既に述べたよう
に， GMは特殊なケースなので，同社を除外した集計も追加しておいた。
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表5 米国たばこ，電機，自動車，航空産業における社会関連
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最も多様な開示方式を利用しているのが FordとITT, 開示方式に変化
の少ないのがGM,GMを除けば， Chryslerとなる。開示回数が最も多いの
もFord,それが少ないのは GMと AT&Tである。
特定の開示方式の利用の程度を示したのが集中度，逆に言えば，分散度で
アメリカの会計ディスクロー ジャー と社会関連情報（松尾） （567)281 
ある。それによれば，開示方式の多様性，開示回数共に最高の Fordの集中
度は2.13倍，すなわち8種類の開示方式を利用して， 1方式につき2.13個の
項目を開示していることになる。それに対して， GMは集中度最高の8倍，
利用した開示方式は1なので， 1種類の開示方式を使って8項目を開示した
ことを示している。
GMを除外して平均すれば， 6種類の開示方式を利用して12回開示してい
るので，平均集中度は約2倍，したがって，それ以上であれば集中型，以下
の場合には分散型といえる。集中型の典型は RockwellInternational,分
散型の典型は RJRNabiscoとなる。
4． 課題と展望
アメリカの年次報告書には，主として，株主の関心が深い営業と財務の内
容に関する状況が掲載され， 「社会関連情報」が特別なセクションを設けて
記載されることはむしろ少ない。
実際，本章でも指摘したように， 「社会関連情報」の開示は， 業種や個々
の企業の特性を反映しており，各社の年次報告書にはバラッキが多い。その
ため，ある一定の基準に照らして，アメリカにおける「社会関連情報」を評
価しようとしても，満足できる結果を期待することは難しい。また，年次報
告書における「社会関連情報」の開示を充実させようとする制度上の動きも
現時点ではみられない。
このことは，見方を変えると，アメリカにおける硯行の企業内容財務開示
が，投資意思決定ないしは与信意思決定に有用な情報の開示に主眼を置いて
いる姿を反映しているともいえる。しかしながら，投資家，債権者といえど
も；彼等は他方では，消費者であり，地域社会の一員であり，また時には，
企業の従業員でもある。そのような立場から，彼等は当該企業の社会関連活
動には，少なからず，関心を寄せているはずである。もしそうなら，社会関
連情報開示の充実は彼等の行動に影響を及ぼすであろうし，したがって，そ
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のことを通じて，当該情報の開示は，その企業の経営者の行動にも影響を与
えるであろう。
アメリカの企業の中には，社会関連情報の開示に一貰して積極的姿勢で臨
んでいる企業もみうけられる。企業活動の拡大が続く今日，企業の行動が及
ぼす影善は投資家だけにとどまらない。広く社会全般に深い影響を与える。
そこで，社会関連情報開示に積極的な企業の事例を中心に，社会関連情報の
研究を進めることにも意味があろう。
